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講演内容

人類社会は今、かつてない規模とスピードで変化しており、科学技術進

歩の果実を享受するとともに、深刻かつ解決困難な課題にも直面してい

る。我が国は、長期経済低迷と少子超高齢化など、独自の課題を抱えて

いる。

国立大学は社会の公共財、コモンズとして、持てる知を総合して新たな

価値を生み出し社会に還元するとともに、これらの課題解決と未来社会

創造に貢献することが強く期待されている。

これに応えるために、大学はそれぞれの壁を取り払って踏み込んだ連

携を行い、より大きなインパクトで活動を持続させる必要がある。そのよ

うなチャレンジに踏み出した東海国立大学機構の2年間の取り組みと成

果、課題を述べる。



国立大学の分布

3



１．世界の動き： 科学技術の進歩とDXの進展で、人類社会はかつてない
規模とスピードで変化。その一方で、人類は多くの解決困難で深刻な課題
に直面。アカデミアには課題解決のための知の貢献が求められている。

２．日本の状況： 少子超高齢化・人口減少と経済の停滞により、これまで
日本の社会・経済を支えてきた中間層が崩壊しつつあり、日本全体が確
実に貧しくなっている。また、バブル経済崩壊後の30年間、公私ともに未
来への投資が十分できておらず、社会変革の熱量も不足している。
科学技術イノベーション力は国際比較でみれば後退しており、このまま

では日本社会のダイナミズムは確実に失われてゆき、国際的なプレゼン
スもさらに低下することが予測される。

３．未来に向けて： 日本は過去の成功体験にとらわれ、様々な既得権益
に縛られ、「これまでのやり方」を変えることができない現状がある。
激動する世界の中で、科学技術の発展に加え社会の在り方や社会を動

かす仕組みそのもののイノベーション、即ち、社会丸ごと変革（トランス
フォーマティブイノベーション）こそ、今の日本に最も必要である。アカデミ
アは知とイノベーションのコモンズとして、そのような動きを多様なセク
ターと連携してリードしてゆく責務があるのではないか？そのための戦略
や具体的なアクションが求められている。

現状に対する問題意識
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〇 国立大学法人東海国立大学機構の設置
（わが国初の、県境を越えた一法人複数大学の創設）

アカデミアの中核として、国際競争⼒を⾼めつつ、
地域分散型社会の実現に貢献

壁を破る！
マルチ・キャンパスシステムシステムによる

新しい国立大学法人モデルの創出

地域共創貢献力と国際競争力を同時に強化する新しいマルチ・キャンパスシステムを構築

国際競争力と
地域創生貢献力を
同時に飛躍させる

岐阜大学名古屋大学
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 警戒レベル・活動指針の統⼀
 遠隔授業，テレワークの環境整備・実施
 困窮学⽣⽀援（⽀援⾦，⾷糧⽀援，授業料納⼊猶予等）
 附属病院間の情報共有と連携体制、⽀援（診療従事者⽀援等）
 基⾦の⽴ち上げ及び寄付の募集開始

ー 新型コロナウィルス感染症（COVID-19)拡⼤防⽌と
学⽣と機構構成員の安全安⼼のための措置 ー

デジタル⾰命（DX）による変化が⼀層加速するとともに⼈類社会の価値
観の変化などが予測され、国⽴⼤学も変⾰が迫られる中、東海国⽴⼤学機
構のビジョンを⼀層明確にする必要。このため、両⼤学を跨いで東海機構の構
成員が気軽に参加できるウェビナーフォーラムを開催し、多様な構成員の考え
を共有し未来の⼤学像を考える場を設定。
⇒両⼤学の連携と協⼒を促進し、東海機構として相乗的な効果を発揮して、
「地⽅創⽣への貢献と国際競争⼒強化を同時に達成できる新しい未来志向
型⼤学」の創造を⽬指す【全８回・６〜７⽉開催】 ※延べ3000⼈参加

ー 東海国⽴⼤学機構ポストコロナフォーラム・イン・ウェビナー ー

東海国⽴⼤学機構設⽴からの共同⾏動
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徹底した対話の実践
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徹底した対話の実践
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今年のノーベル化学賞：

Carolyn Bertozzi（キャロライン・ベルトッツィ）氏
受賞理由はクリックケミストリーという生化学一般に応用可能

な技術革新ですが、実際にはManNAzやGalNAzといった糖鎖
関連ツールであり、間違いなく「糖鎖」の人。

Therapeutic Opportunities in glycoscience
Carolyn R. Bertozzi
（Chemistry, Engineering & Medicine for Human Health Stanford University） 

糖鎖の一般向けの啓発活動や底辺拡大にことのほか力を入れており、
以下のTED（＞160万アクセス数）などはその展開の一例。

https://www.ted.com/talks/carolyn_bertozzi_what_the_sugar_coating_on_your_cells_is_trying_to_tell_you?language=ja

2020年名古屋メダル（野依良治博士らにより1995年創設）受賞
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１．総合知と高い志： 深刻で解決困難な課題に挑むには「総合知」が必要で
あり、「for the public」の志の下に、あらゆる領域、あらゆるセクター、あらゆ
るステークホルダー、そして多様な人々がビジョンの実現のために連携す
ることが必須である。その際、大学は総合知の形成とオープンイノベーショ
ンの場としてふさわしい。、あらゆる領域の多様な人々が集い、議論し、実
践し、積極的に社会に発信すべきである。

２．国立大学を知とイノベーションのコモンズへ： 以上の活動に国立大学が
貢献できるポテンシャルは高い。その際、我々は国立大学を社会の公共財
としてとらえ、「知とイノベーションのコモンズ」としての役割を果たすべきで
ある。そしてそのミッションは、だれ一人とり残さず、すべての人が幸せに生
きる社会の実現へのインパクトある貢献である。

３．社会へのインパクト： 大学が社会に対してよりインパクトの大きい貢献を
するためには、アカデミア同士のより踏み込んだ連携・統合が必要ではない
か。今、歴史は大学にそのようなミッションを課しているのではないか。

国立大学の今後の方向性

国立大学を社会の公共財である「知とイノベーションのコモンズ」
として、より大きなインパクトで未來社会の創造に貢献すべき

20



Make New Standards for The Public

知とイノベーションのコモンズとして、
社会の課題解決に貢献する

東海国立大学機構

わが国初の県境を越えた法人統合で誕生した
東海国立大学機構は社会の公共財として、

人類と地域の課題解決に貢献する新しい国立大学を目指す
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東海国立大学機構 環境報告書2022

環境問題
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ゼロカーボン/ビヨンドCO2ゼロへの東海国⽴⼤学機構の挑戦

・東海機構は、「地球の危機」に対して岐阜大学と名古屋大学の「知」を総動員し、世界最高水準の最先端研究や
文理融合・超学際による課題解決に取り組み、次世代の新たな価値と明るい未来社会の創造を目指す。

ビヨンド
CO2ゼロ

ﾐﾆﾏﾙﾌｧﾌﾞ

再エネ
FC

CCU付⽕⼒

ﾘｻｲｸﾙ
CCUS

EV、HV部材
熱マネ

MI
３D

森林
光合成
⾷料
海洋

ﾚﾄﾞｯｸｽﾌﾛｰ
新原理電池

熱マネ
軽量化
信頼性

③ ｶｰﾎﾞﾝ
ﾌﾘｰ燃料

④ 資源化

⑤ 省エネ

⑥ 省電力
ﾊﾟﾜｴﾚ

⑦ ﾈｯﾄﾜｰｸ

⑧ ｽﾏｰﾄ
ものづくり

⑨ 固定化

① 電力
貯蔵 ② ｶｰﾎﾞﾝ

ﾌﾘｰ電源

最先端研究/文理融合・超学際による未来社会創造
⇒SDGs/ゼロカーボン、さらにビヨンドCO2ゼロへ

CO2濃度・炭素固定観測

極端気象現象予測

新原理蓄電池

大気中CO2

直接回収技術

ゴミゼロ×創エネ活動

小型プラズマ
水素製造

次世代型半導体（GaNなど）や
画期的半導体加工技術（プラズマなど）

超スマート社会システム構築人材育成・基盤研究

社会実装課題

新原理太陽電池

⑩ 文化・社会政策・基盤研究
歴史、習慣、環境、経済政策
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東海機構は環境人材の育成、大学のゼロエミッション、自治体の脱炭素化支援、産学連携による社会実装及び
これらの発信と国際展開等に積極的に貢献し、カーボン・ニュートラル達成に向けて東海地域における大学・産業界・
地域発展の好循環モデルを創出に貢献！
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カーボンニュートラル推進室
（2021年11月1日設立）

 東海機構CN活動の司令塔

 CN大学等コアリション（2021-25年度）活動の推進

「東海機構CN推進戦略」の企画立案
 キャンパスのゼロ・カーボン／ゼロ・エミッション推進
 脱炭素社会・環境共生社会創造推進（教育・研究）

ミッション

未来社会創造機構 脱炭素社会創造センター
（2022.04.01設立）

アジア共創教育研究機構、未来材料システム研究所、IT
ｂM、施設・環境計画推進室、
フューチャー・アース研究センター，
各研究科（国際・工・農・環境）

脱炭素・環境エネルギー研究連携支援センター
（2021.11.01 設立）

地域環境変動適応研究センター，
地方創生エネルギーシステム研究センター，流
域圏科学研究センター，
地域協学センター，岐阜大学環境対策室

室⻑ ⻄澤泰彦教授（名⼤環境学研究科） 副室⻑ 村岡由裕教授（岐⼤⾼等研究院）
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カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コアリション（2021年7月設立）

文科省
環境省
経産省
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岐阜大学名古屋大学
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一法人複数大学による東海機構の設立は、わが国の

国立大学の未来の在り方を示そうとする試みです。

日本全国各地で、未来の大学像を創出する熱い議論

が沸騰し、輝ける未来社会の創出に貢献できればと

願っています。


